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地域支援事業とは 

市町では、要支援・要介護状態になる前からの高齢者の介護予防を推進し、地域における関係機

関との連携のもとに、継続したケアマネジメントを行うため、地域支援事業において次のような事

業を行っています。 

〔介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）〕 
平成27年度の制度改正により、要支援者に対する予防給付（訪問介護・通所介護）は、全国

一律のサービス種類・内容・運営基準・単価等によるのではなく、市町が地域の実情に応じて、
住民主体の取組を含めた多様な主体による柔軟な取組により、地域の支え合い体制づくりを推進
し、要支援者等に対し効果的かつ効率的にサービスが提供できるよう、見直されました。 
介護予防事業についても、これまでの一次予防事業と二次予防事業を区別せず、一般介護予防

事業に見直されました。 
平成29年４月からは、すべての市町が総合事業を実施しています。 

〔包括的支援事業〕 
地域包括支援センターの運営（総合相談支援業務、権利擁護業務、包括的・継続的ケアマネジ

メント支援業務）、在宅医療・介護連携の推進、生活支援サービスの体制整備、認知症施策の推
進、地域ケア会議の推進 

〔任意事業（地域の実情に応じた必要な支援）〕 

 

 

 

介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）のメニュー 

総合事業は、要支援認定を受けた方のほか基本チェックリスト該当者が対象となるサービス・活

動事業と、全ての高齢者が利用可能な一般介護予防事業があります。 

 

地域包括支援センターによる介護予防ケアマネジメントに基づき、利用するサービスメニュ

ーを決定します。 

事業ごとのメニューの内容は市町によって異なり、サービスによっては利用料の必要なもの

もあります。 

詳しくは市町にお尋ねください。 

 メニュー 事業内容

 サービス・活動事業

 訪問型サービス 要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供

 通所型サービス 要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の支援を提供

 その他の生活支援サービス 要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者等への見守
りを提供

 介護予防ケアマネジメント 総合事業によるサービス等が適切に提供できるようケアマネジメントを提供

 一般介護予防事業

 介護予防普及啓発事業 介護予防活動の普及・啓発

 地域介護予防活動支援事業 住民主体の介護予防活動の育成・支援

 地域リハビリテーション活動
支援事業

介護予防の取組を機能強化するため、通所、訪問、地域ケア会議、住民主体の
通いの場等へのリハビリ専門職等による助言等を実施

 ■　利用手続き

地域支援事業について５
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○　サービス・活動事業によるサービスのみ利用する場合は、要介護認定等を省略して基本チェ

ックリストによる判断で「サービス・活動事業対象者」とし、サービスを利用することが可能

となります。 

○　訪問介護・通所介護以外のサービス（訪問看護、福祉用具等）は、引き続き予防給付による

サービス提供が継続されます。 

○　介護予防・日常生活支援総合事業（サービス・活動事業と一般介護予防事業）のサービスと

予防給付のサービス（要支援者のみ）を要する場合は、地域包括支援センターによる介護予防

ケアマネジメントに基づき、サービスが提供されます。 

　 

　　※　第２号被保険者は、基本チェックリストではなく、要介護認定等申請を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和３年４月１日からサービス・活動事業の対象者に、当該事業における補助により実施されるサー

ビス（住民主体のサービス）を継続的に利用する要介護者が追加されました。 

 ■　介護予防・日常生活支援総合事業のサービス利用手続き

　 介護予防(訪問看護、訪問リハビリテ

ーション、通所リハビリテーショ

ン、訪問入浴、福祉用具等)　 

※　　※全国一律の人員基準、運営基準

介護予防給付

サービス・活動事業対象者要　支　援　者

総 合 事 業

要　要支援認定

地域包括支援センターが介護予防ケアマネジメントを実施

サービス・活動事業 
 
①　訪問型・通所型サービス 
②　その他の生活支援サービス 
（栄養改善を目的とした配食、定期的な安否確認・緊急時の対応等） 

　※事業内容は、市町の裁量を拡大、柔軟な人員基準・運営基準

利用者

 チェックリストで判断※

一般介護予防事業 

 

（要支援者等も参加できる住民運営の通いの場の充実等。 

全ての高齢者が対象。） 
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包括的支援事業とは 

 

地域包括支援センターは、地域住民の心身の健康の保持及び生活の安定のために必要な援助を行

うことにより、地域住民の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援することを目的として、

包括的支援事業等を地域において一体的に実施する役割を担う中核的機関として設置されているも

のです。 

具体的には、次のような仕事をしています。 

 

①　総合相談支援業務 

②　権利擁護業務 

③　包括的・継続的ケアマネジメント支援業務（地域ケア会議の開催、地域のケアマネジャーの

支援及び地域連携体制の構築など） 

④　介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業のケアマネジメント 

 

地域包括支援センターでは、以上の業務を円滑に、効果的に実施するため、行政機関、介護サー

ビス事業者、医療機関、民生委員等の地域の代表者が一緒に、個別ケースの支援内容や高齢者を地

域で支えるネットワークづくりなどを話し合う「地域ケア会議」を開催しています。 

 

専門職員が、介護相談から高齢者虐待などの権利擁護相談まで、高齢者とその家族などからのさ

まざまな相談に対応し、支援します。電話でも相談できるので、困ったことがあれば最寄りの地域

包括支援センター（P137、148）に御相談ください。窓口の開設時間はセンターによって異なりま

す。緊急の場合は、深夜・夜間でも対応しています。 

 

多職種協働・ 
連携の実現 

 
連携

地域包括支援センターの概要

 
・ 総合相談窓口機能 
・ 地域関係機関ネットワークの構築 
・ 実態把握・虚弱高齢者早期発見 
・ 虐待防止、早期発見 
・ 権利擁護のための援助

総合相談支援業務・権利擁護業務
予防給付 

介護予防・日常生活支援総合事業

 
・ 利用者のアセスメント 
・ ケアプランの作成 
・ モニタリング 
・ 評価

介護予防ケアマネジメント

～多面的支援の展開～ 
他制度が必要な場合、行
政機関、保健所、医療機
関等につなぐ

 
・地域ケア会議 
・ケアマネ支援（個別指導・援
助） 
・ケアマネのネットワーク構築 
・支援困難事例への指導・助言

包括的・継続的ケアマネジメント支援業務

社会福祉士

主任ケアマネ 保健師等

チームアプローチ

支援

主治医 ケアマネ

 
・ センターの運営支援、評価 
・ 地域資源のネットワーク化 
・ 中立性の確保 
・ 人材確保支援

地域包括支援センター運営協議会

～構成メンバー～ 
介護保険サービス関係者、利用者、被保険
者、地域医師会、NPO、ボランティア、権
利擁護関係者、地域住民団体 
※ 地域の実情を踏まえて選定市町ごとに設置

 ■　地域包括支援センター
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地域包括支援センターによっては、支所の役割を持ったサブセンターや総合相談支援業務につい

ての窓口としてのブランチもあります。 

 

 

包括的支援事業には、無料で気軽に相談できる総合相談支援業務があります。この相談窓口とな

っているのも、地域に設置されている地域包括支援センターです。専門職員が、介護相談から高齢

者虐待などの権利擁護相談まで、高齢者とその家族などからのさまざまな相談に対応し、支援しま

す。電話でも相談できるので、困ったことがあれば最寄りの地域包括支援センターに御相談くださ

い。　 

（緊急の場合は、深夜・夜間でも対応しています。） 

（地域包括支援センターの概要については、P56、P137、P148参照） 

 

 

 

任意事業のメニュー 

市町が任意に実施する事業としては、次のような事業があります。実施事業は市町によって異な

ります。また、利用料が設定されている場合もあるので、詳しくは市町にお尋ねください。 

 

 
メニュー 事　業　内　容

 
介護給付等費用適正化事業

介護（予防）給付について、利用者に適切なサービスを提供できる環境の整備を 
図るとともに、介護給付等に要する費用の適正化のための事業。

 

家族介護支援事業
家族介護教室、認知症高齢者見守り事業、家族介護継続支援事業など、要介護被
保険者を現に介護する家族を支援するための事業

 

成年後見制度利用支援事業
市町長申し立て等による低所得の高齢者に係る成年後見制度利用に要する経費や
成年後見人等の報酬の助成など

 

福祉用具・住宅改修支援事業
福祉用具、住宅改修に関する相談・情報提供や住宅改修費の支給申請のための理
由書作成経費の助成

 
認知症対応型共同生活介護 
事業所の家賃等助成事業

認知症対応型共同生活介護事業所において、要介護者及び要支援2の認定を受け
た者を受け入れ、家賃等の費用負担が困難な低所得者に対し利用者負担の軽減を
行っている事業者を対象に助成

 

認知症サポーター等養成事業
認知症サポーター養成講座の企画・立案及び実施を行うキャラバン・メイトを養
成するとともに、地域や職域において認知症の人と家族を支える認知症サポータ
ーを養成する事業

 
重度のＡＬＳ患者の入院に 
おけるコミュニケーション 
支援事業

重度のＡＬＳ患者の入院において、入院前から支援を行っている等、当該重度の 
ＡＬＳ患者とのコミュニケーションについて熟知している支援者が、当該重度の 
ＡＬＳ患者の負担により、その入院中に付き添いながらコミュニケーション支援
を行う事業

 

地域自立生活支援事業

高齢者の地域における自立した生活を継続させるため、地域の実情に応じ実施す
る事業（高齢者の安心な住まいの確保に資する事業、介護サービスの質の向上に
資する事業、地域資源を活用したネットワーク形成に資する事業、家庭内の事故
等への対応の体制整備に資する事業）

 ■　総合相談支援業務（権利擁護業務を含む。）


